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１．はじめに

2



3

NHK経営計画（2024-2026年度）<2025年1月修正＞より
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NHK経営計画（2024-2026年度）<2025年1月修正＞より
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NHK経営計画（2024-2026年度）<2025年1月修正＞より

事業支出改革
コンテンツの総量削減
設備投資の大幅削減

など

経営資源の

“選択と集中”を

進める

災害報道・災害対策で

引き続き

役割を果たしていく



本日の説明内容

○ 災害時における、災害報道・地域情報の提供維持に向けた取り組み

○ 事前防災・放送継続の取り組み

○ 被災者の視聴環境確保のための取り組み

○ 事業者間の連携

○ 広域大規模災害時の代替
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２．災害時における、災害報道・地域情報の

提供維持に向けた取り組み
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災害時の地域情報の提供維持に向けた取り組み

➀災害時に視聴者のみなさまに危険が迫っていることを「自分のこと」
としてとらえてもらい、避難などの行動変容につながるよう、地域局や
拠点局の放送はもちろん全国放送でも、できるかぎり地域のきめ細か
い情報を伝えている。
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2024年11月大雨特別警報

鹿児島県の奄美地方や沖縄県で記録的な大雨となり、
11月では 全国でも初めてとなる「大雨特別警報」が鹿
児島県の与論町に出された。

総合テレビで特設ニュースを放送し、最大級の警戒を
呼びかけるとともに、NHK NEWS WEBでも浸水や
土砂崩れの状況を随時更新した。

2024年度第3四半期業務報告より

２０２2年８月記録的な大雨台風８号、９月の台風１４号

地域の状況をきめ細かく伝えるリアルタイム記者解説
を積極的に実施し、地名や河川名を具体的に示しなが
ら、洪水や高潮、土砂災害の危険度などをデジタル
マップでわかりやく 伝えた。

202２年度第２四半期業務報告より



能登半島地震
2024年１月１日の能登半島地震では、発生直後からテレビ、ラジオ、国際放送、インターネットなどあらゆる
メディアを通じて情報を伝えた。

➁災害時にテレビやラジオの特設ニュースだけでなく、放送画面を縮小
して作ったスペースに文字情報を流すＬ字放送、データ放送、それにイン
ターネットなどさまざまな手段使って、より多くの人たちに情報を伝え
ている。
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202３年度第４四半期業務報告より

災害時の地域情報の提供維持に向けた取り組み

【データ放送で入浴施設などライフライン情報を提供】



必要な情報にアクセスしやすい 「災害情報マップ」

能登半島地震の被災者が、自分の生活に関係する情
報にアクセスしやすいように、地図上で被災地の情報
を届ける「災害情報マップ」をインターネットで公開し
た。「避難所」や「給水所」、「道路の復旧状況」、被災地
に入った職員が撮影・取材した「仮設トイレ」「給油所
の情報」などの情報を地図上にプロットし、随時更新
を行った。
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202３年度第４四半期業務報告より

➂災害の全体像のほか、地域ごとの詳細な災害情報・気象情報・緊急情
報を掲載・配信している。

災害時の地域情報の提供維持に向けた取り組み
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能登半島地震における輪島Rの鉄塔・局舎貸出

• 輪島TV中継局の長時間停電に備えて、

NHK・民放とも非常用中継局を設置

• 設置場所をNHK輪島R中継局とし、

鉄塔・局舎のスペースを民放へ貸出

日向灘地震（2024年8月8日）における中継局点検

• 揺れの大きかった地域について、民放とNHKで手分けして共建局の点検を実施

• 共建局以外の中継局でも、現場到着した社が全社分の鉄塔や局舎外観を目視確認

して一報を情報共有するなど、迅速な中継局点検のため連携

放送事業者（NHK・民放）の連携の事例

輪島R 鉄塔への空中線取付状況

NHK無線回線用鉄塔

民放非常用空中線

※各災害ごとに、被害状況に応じて必要な連携を実施



（参考）民放との連携事例 関西のNHKと民放６局
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阪神・淡路大震災から30年をきっかけに、NHK大阪放送
局と関西の民放６社が連携して、震災の記憶を次世代に継
承し、未来につなげる「関西民放NHK連携プロジェクト」を
2024年４月に立ち上げ。

プロジェクトでは、若手の記者、ディレクター、カメラマンに
よる局の垣根を超えた”若手ネットワーク“を構築。

1年かけて合同の勉強会６回とシンポジウムを実施。

プロジェクトは2025年度も継続。勉強会で作った「クロス
ロード研修」は、人材育成につながるとして開催予定。

クロスロード研修
京都大学の矢守克也教授を中心に、阪神・淡路大震災で対応にあたった自治体職員
への聞き取りを元に制作
その災害報道バージョンで、３０年前、震災の現場で取材にあたった記者、カメラマン
など７社１４人の先輩に３０時間に及ぶ聞き取りを行い、その証言をもとに、災害現
場で判断に迷う「クロスロード（分かれ道）問題」を制作。「その時、自分ならどうする
か」を各自が考えグループで議論することで疑似体験して知見を高める。



３．事前防災・放送継続の取り組み

～過去の被災や南海トラフ地震臨時情報を踏まえて～
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過去の被災を踏まえた事前防災・放送継続の取組
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○経緯

 NHKでは、東日本大震災を受けて、首都直下地震や南海トラフ地震など今後いかなる大災害が発生しても、ＮＨＫの使

命である国民の生命・財産を守るための業務遂行に必要な機能強化を2011年度に検討・着手し、2012年度から本格

的な設備整備を開始した。

 具体的には、「首都直下地震、首都圏大停電に備える機能強化」「南海トラフ巨大地震を中心とした全国的な機能強化」

を進めた。

○機能強化の概要

 「首都直下地震、首都圏大停電に備える機能強化」

 大阪局の本部代替機能強化

大阪局のニュース送出関連設備の強化 など

 首都圏の設備強化

首都圏近郊局への取材・制作・伝送機能整備 など

 「南海トラフ巨大地震を中心とした全国的な機能強化」

 取材伝送機能の強化

ヘリ取材・受信・伝送機能強化、取材伝送拠点の整備 など

 電源等の強化

放送会館・放送所の電源強化、津波対策の強化 など 南海トラフ地震など大規模災害への備え



東日本大震災を受けて

本部バックアップ機能の強化
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https://www.nhk.or.jp/osaka/
station_info/bkbcp/

東京の放送センターから放送が出せなくなっ
た場合、大阪放送局から全国に衛星を使って
放送します。
首都圏では、大阪発の衛星放送を東京スカイ
ツリーで受信し、テレビ放送とラジオ（ＦＭ）で
放送します。また、埼玉県の菖蒲久喜ラジオ
放送所でも衛星放送を受信し、ラジオ（ＡＭ）
で放送します。
被災地である東京の身近な情報を、さいたま
放送局からもラジオの放送をします。

https://www.nhk.or.jp/osaka/station_info/bkbcp/
https://www.nhk.or.jp/osaka/station_info/bkbcp/


能登半島地震を受けて

衛星通信手段の強化
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能登半島では、1月中旬頃までは携帯各キャリアの通信
障害が広範囲に発生

〇映像伝送（LiveUを用いた伝送が困難）

衛星通信での中継映像伝送が効果

令和６年版 情報通信白書より

図表Ⅰ-1-2-4 携帯電話のエリア支障の状況（エリア支障最大時）

N-Satcube運用の様子

〇取材およびスタッフの安全管理のための通信手段
衛星電話および衛星通信が効果

全国の放送局で
衛星通信手段を強化
（衛星電話から衛星通信を主力に）



災害対策本部との設備面の情報共有

能登半島地震では、中継局への道路が寸断され、ＮＨＫ、民放で中継局の維持

が課題になったことから、総務省から検討依頼があり、2024/1/15～2/8ま

で、道路や電力の復旧状況や、自治体、他社との情報共有のために石川県災害

対策本部へ技術職員を派遣した

＜主な活動＞

• 中継局の出向路に関する道路や電力の復旧状況等の共有

• 中継局非常用発電機の燃料補給の調整 等

17

（参考） 能登半島豪雨の際も、9/23～10/11まで技術職員を派遣



４．被災者の視聴環境確保のための取り組み
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内閣府作成の避難所運営ガイドラインに沿って自治体によりテレビやラジオなどの情報提供手段が
準備される際、技術相談や、受信環境構築の支援を行った

          対策例： テレビ受信対策（仮設アンテナの設置、テレビのない避難所へのテレビ設置）

ラジオの配付  （停電が長期にわたる場合）

▼能登半島地震での事例

・テレビ受信対策 １２１ 避難所 (テレビ設置は89避難所101台)

・ラジオの配付 １２１７ 台  （うち４２０台は緊急支援物資に混載）

NHKでは被災者の視聴環境確保に向けて、受信環境調査とあわせて要請に応じて上記協力を行っているが、

大規模災害では対応が困難となる可能性があり、指定避難所には、テレビ・ラジオの備えのあることが望ましい

19仮設のBSアンテナの設置仮設アンテナの設置 テレビのない避難所へのテレビ設置

能登半島地震におけるテレビの設置・ラジオの配付
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広域大規模災害を想定した場合の
人員・機材等の効果と課題

 東日本大震災を教訓に配備した設備が効果を発揮
 自家発燃料タンク増強（停電時バックアップの長時間化・サービス継続）
 非常用送信設備や非常用送信車が迅速な障害復旧やバックアップ構築に

効果的に寄与

 長期間の停電および災害現場への安全な出向道の確保が課題
 発電機整備局でも想定以上の長時間停電により、燃料補給やメンテナンスが

必要
 道路の寸断、崖崩れなどにより現地に辿り着けない場合、電力の確保が困難
 道路の寸断、崖崩れは、現場作業者の安全性の管理、出向判断の面でも課題



５．事業者間の連携
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能登半島地震における輪島Rの鉄塔・局舎貸出

• 輪島TV中継局の長時間停電に備えて、

NHK・民放とも非常用中継局を設置

• 設置場所をNHK輪島R中継局とし、

鉄塔・局舎のスペースを民放へ貸出

日向灘地震（2024年8月8日）における中継局点検

• 揺れの大きかった地域について、民放とNHKで手分けして共建局の点検を実施

• 共建局以外の中継局でも、現場到着した社が全社分の鉄塔や局舎外観を目視確認

して一報を情報共有するなど、迅速な中継局点検のため連携

放送事業者（NHK・民放）の連携の事例【再掲】

輪島R 鉄塔への空中線取付状況

NHK無線回線用鉄塔

民放非常用空中線

※各災害ごとに、被害状況に応じて必要な連携を実施



ケーブルテレビとの連携
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ＮＨＫと災害報道
〇「災害対策基本法」で報道機関として唯一、指定公共

機関に定められ、大規模な災害が起きたときは、被災者の
生命と財産を守るため、防災情報を正確・迅速に伝える責
務を負っている。

〇災害時における放送番組は、災害の種別・状況に応
じ、緊急警報放送、災害関係の情報、警報、ニュースおよび
告知事項、解説・キャンペーン番組等、有効適切な関連番
組を機動的に編成する。

放送にあたっては、外国人、視聴覚障害者等にも配慮を
行うよう努める。

（ＮＨＫ防災業務計画より）

ケーブルテレビの沿革と役割
〇ケーブルテレビは、地上放送の難視聴区域の解消を目

的として１９５５年に誕生。

〇地域に密着した情報発信を行うケーブルテレビは、特
に、災害時においては、避難情報や被災情報等の国民の
生命・財産の確保に直結する情報を確実に伝達する手段
として機能。

〇また、放送法上、地上放送の難視聴区域においてケー
ブルテレビによる再放送を義務づけられており、地上放送
の普及を補完的に担保。

（総務省ケーブルテレビ政策ポータルサイトより）

被災者に情報を届けるため、信頼できる組織どうしで連携

名古屋放送局とCCNet

・・・・
（全国で推進）

ひとまろケーブルビジョンと松江放送局



災害時のラジオ 地域の民放FM局との連携
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非常災害時に国民の生命・財産に
関わる情報を、ひとりでも多くの
視聴者に伝える観点から、必要な
手続きを踏めば、ＮＨＫの災害情
報（ニュースやホームページの災害
関連情報）を使うことを認めてい
る。

現在１３０超のFM事業者が申し込
みをしている。



６．広域大規模災害時の代替

～衛星放送による代替の実現可能性や課題、ネット活用など～
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BS103chによる地上波（石川県ローカル含む）の放送
（臨時目的放送）
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衛星放送WG（第７回）会合 事務局資料より



広域大規模災害時の衛星放送による代替の実現
可能性や課題
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能登半島地震時にBS103chによる地上波（石川県ローカル含む）の放送は被災地の情報伝達に効果があ
ったと考えるが、衛星放送WGの取りまとめにあるように、引き続き検討すべき事項あり

衛星放送WG（第8回）会合 事務局資料より
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広域大規模災害時のインターネットの活用
～能登半島地震の情報のネット提供～

▼NHK NEWS WEB トップページ ▼「令和6年能登半島地震 最新情報」ページ

石川県、富山県、新潟県のライフライン情報を
提供

金沢放送局発のラジオ第1放送・FM放送の
インターネット同時提供のリンクを表示

災害情報マップへのリンクを表示

震度など市区町村ごとの
地震情報へのリンクを表示

NHK NEWS WEBのサイトのバナーに「令和6年
能登半島地震 最新情報」サイトや、地震関連の
ニュース同時提供のリンクを表示

https://www.nhk.or.jp/net-info/data/document/evaluation_committee/240307-iinkai8-siryou3.pdf

https://www.nhk.or.jp/net-info/data/document/evaluation_committee/240307-iinkai8-siryou3.pdf
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「ライフライン情報」

電気・給水・入浴・交通機関など
ライフラインに関する情報を随時
更新

地域を選択可

避難指示などの避難情報を表示

「あなたの天気・防災」サイトでは
天気予報等に加えて「防災・減災
情報を提供」

開設避難所情報、気象情報、
地震情報を表示

を押すと詳細情報を表示

「警報・注意報・避難など」

「警報・注意報・避難など」と
「ライフライン情報」を切り替え可能

広域大規模災害時のインターネットの活用
～能登半島地震・市町村別 ライフライン情報などの提供～
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「支援情報」

「支援情報」と「発災当時
の状況」で切り替え可能

マップ上のマークをクリックすると「避難所」「給水所」「被災
地情報」などの詳細情報を表示

▼「避難所」

▼「給水所」

▼道路状況等の「被災地情報」

「発災当時の状況」

マップ上のマークをクリックすると「自然災害」や「被害・影響」
の動画やテキスト情報を表示

▼「自然災害」 ▼「被害・影響」

広域大規模災害時のインターネットの活用
～災害情報マップ～
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広域大規模災害時のインターネットの活用
～偽・誤情報対策～

▼地震後にSNSで拡散された
 偽情報に関する記事

地震後SNSには偽の救助要請や不安を
あおるような偽情報が拡散されたため注意
喚起を実施

▼偽情報の特徴と対応方法に関する記事

災害時に発生しやすい
偽情報の特徴や、偽情報
への対応方法についての
記事を提供

▼Xでの投稿

偽情報が拡散されたSNSに記事を
投稿し注意喚起を実施



７．おわりに
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まとめにかえて

○ 災害が激甚化、頻発化する中、今回想定される南海トラフ巨大地震のような広域かつ大規
模な災害で放送を途切れさせることなく、被災地域の方々に必要な情報を届けるということ
は、放送事業者全体にとって重要と認識。

○ NHKでは、これまでも東日本大震災を教訓に、人々の命と暮らしを守るために必要な情報
を着実に届けるための備えを強化してきた。

○ 一方、災害ごとにその対応は変わるし、新たな課題を突きつけられている。また、災害時は
初動、応急、復旧の各段階によって求められる情報が異なる。特に今回のテーマである広域
の大規模災害になるとその期間が長くなるし、被災者一人ひとりの状況も異なる。さらに、放
送局自体の被災も想定しなければならない。

○ ＮＨＫでは、１０月からのネット必須業務化を踏まえて、テレビとラジオ、ネットそれぞれの特
性に合わせて、必要な情報が届けられるよう、不断に検討を重ねている。

○ ただ、異なる環境の被災した方々に必要な情報をきちんと届けるためには、ＮＨＫだけでは
なく、民放各社、ケーブルテレビ、コミュニティＦＭなど複数の放送事業者が重なり合い補完し
合いながら情報を届けることが必要になると考えている。
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